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国内新型インフルエンザ発生に備えた医療の確保について  

平成17年11月 30 日  

1．基本的事項   

新型インフルエンザ発生の際には、同疾患は、感染症の予防及び感染症の患者に対する   

医療に関する法律（以下、「感染症法」という。）に規定する「指定感染症」に指定するこ   

ととしており、その後の医療体制については、以下の通りとする。  

2．各フェーズにおける医療の提供   

（1）フェーズ4・5（国内パンデミック前）  

○ 新型インフルエンザの患者（疑い患者を含む。）を診察した医師は、感染症法に基  

づき都道府県（最寄の保健所）に届け出る。  

○ 当該フェーズの医療については、封じ込めを目的とすることとし、症状の軽重に  

かかわらず入院治療を前提とする。当該患者の診療については、原則として感染  

症指定医療機関（陰圧化が可能な結核病床を有する医療機関を含む。）において行  

う。  

○ 診療を担当する医療機関（感染症指定医療機関等の範囲）  

① 特定感染症指定医療機関  

② 第1種感染症指定医療機関  

③ 第2種感染症指定医療機関（陰圧化が可能な病床を有する施設）  

④ 陰圧化が可能な結核病床を有する医療機関  

○ なお、一般の医療機関（「感染症指定医療機関等」以外の医療機関。）に新型イン   

フルエンザ感染が疑われる患者が受診した際には、感染症指定医療機関等を受診   

するような仕組みを、予め都道府県内で整理しておくこと。  

○ 上記施設については、概ね2次医療圏に1箇所確保すること。なお、病！未だけで   

はなく、医師、看護師等の確保も検討する。  
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（2）フェーズ6（国内パンデミック発生）  

○ 患者数の増加に対応するためフェーズ4及び5における「感染症指定医療機関等」  

に限定した診療体制を改め、原則としてすべての医療機関において診療を行う。  

○ パンデミック時においては、感染症法における入院勧告等を緩和することとし、  

入院治療は重症患者及び基礎疾患を持っている感染症患者等を優先する。その他  

の患者は、外来治療で対応する。  

○ 診療を担当する医療機関  

A）外来診療  

（ア）全医療機関  

B）入院治療  

（ア）感染症指定医療機関等に加えて、医療法に定める公的医療機関（地方公  

共団体組合病院、国民健康保険組合病院、日本赤十字社病院、済生会病  

院、厚生連病院、社会福祉法人北海道社会事業協会病院）、国立病院機  

構、国立大学病院、労働者健康福祉機構における医療機関等を中心に病  

棟単位で新型インフルエンザ入院患者用の病床を確保する。  

○ なお、パンデミック時には、入院患者数が、最大10万1千人と推定されるため、  

都道府県ごとの確保数は別添のとおりとする。  

3．その他   

地域の医療機能維持の観点から、特殊医療・高度専門医療を行う病院など、新型インフ   

ルエンザ患者（疑い例を含む）の一般外来及び入院に対応しない病院を検討し、確保する。  
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